
科目名 知的財産権 担当教員 三崎 幸典

学年 専攻科 1 年 学期 後期 履修条件 必修 単位数 2
分野 一般 授業形式 講義 科目番号 06AG1_20070

発明は研究開発の成果であり，技術者にとって特許は論文と同様にかけがえのない財産といえ

学習目標 る。技術開発競争が益々激しくなる現在において，特許の重要性は益々高まっている。知的財産

権に関する法律を代表する法律は，特許法である。本講義では特許法の基本を理解することを目

標とする。。

特許法について，教科書を基に特許明細書や具体的な判例を示しながら講義し特許法に関する

進め方 理解を深める。発明とは何か，どんな発明ならば特許になるかを学習した後，各自の研究内容に

関連する特許について特許庁のデータベースで検索する。検索した特許の中なら１つ選択し，そ

の内容をまとめて発表する。また，実際に特許明細書を作成する演習を行うことにより，学習内

容の理解を深める。

履修要件

学習項目（時間数） 学習到達目標

1. 知的財産権と特許(3) 知的財産権とはなにかを知っている。 D2:1
知的財産権とは,
知的財産保護の特色など

2. 特許権の保護対象(3) 発明とは何かを説明できる。 D2:1-3
3. 特許の用件(3) どのような用件を満たせば特許権を取得できる

4. 権利の主体(3) か説明できる。 D2:1-3
発明者主義

従業者発明

5. 特許権の効力(3)
業として

6. 中間試験(1)
9．試験解答、特許権侵害(３)

特許発明の技術的範囲 特許権の利用特許権の効力はどこまで及ぶか説

間接侵害 明できる。 D2:1-3
特許権の効力が及ばない場合

10．特許権の利用(３)

実施権 他者が特許発明を実施するにはどうすればよい

権利の譲渡 か説明できる。 D2:1-3
11．特許取得手続(5)

特許出願・審査 特許を実際に取得するために必要な種々の手続

補正・出願分割・国内優先権制度 きについて説明できる。 D2:1-3
特許査定, 拒絶査定

特許異議手続，.審決取消訴訟 拒絶査定された場合の手続きを説明できる。

12．許明細書の作成(3) D2:1-3
13.前期末試験(1) 特許を巡る条約として重要なものについて，そ

14.試験解答、授業アンケート実施

評価方法 レポート提出５０％，プレゼンテーション２０％，ディスカッション１０％，授業態度などを２

０％の比率で総合評価する。

関連科目 技術者倫理

教材 教科書：高林 龍 著 「標準 特許法」 有斐閣

備考


